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調査概要

目的 企業法務の実態調査

企画 株式会社LegalForce

実施 株式会社クロス・マーケティング

期間 2022年6月7日～8日

対象 法務部の方と法務業務に携わったことのある500名

調査方法 インターネット調査
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調査結果サマリ

1. 31.8％(159名)が法務担当者の「専任はいない（他職務と兼務）」と回答

2. 法務業務で「契約関連」の業務に携わっているのは77.2％(386名)と最多

3. 法務業務の中で、最も時間がかかっている業務が「契約関連」と回答したのは41％

4. 現状の法務部門の課題は「知識・知見の不足」が49.2％と最多、次いで「人材の不足」が48.8％

5. 契約関連業務で一番時間がかかっている業務は「契約書の作成・審査」が64.2％で最多、次いで「契約書の管理」が7.8％

6. 契約関連業務においてリーガルテックを導入している割合は18.4％

7. リーガルテックサービスの導入で解決したかった課題は「業務効率化」が最多

8. リーガルテックサービスの導入で課題が解決されたと回答した割合は73.2％

9. 法務部門でこれから課題になりそうなことは「人材の不足」が44.5％

10.法務部門がこれから注力していきたいと考えていることは「社内教育や社内への情報発信」が3割超
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プロフィール

法務部の方と法務業務に携わったことのある方500名

●職種●業種
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プロフィール

● 企業規模 ● 職位

法務部の方と法務業務に携わったことのある方500名
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専任の法務担当者の人数を教えてください

• 「専任はいない（他職務と兼務）」が159名で31.8％と最多、次いで「1名」が106名で21.2％

法務部の方と法務業務に携わったことのある方500名
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専任の法務担当者の人数を教えてください（規模別）

• 「専任はいない（他職務と兼務）」の割合は、会社規模が小さくなるほど増加
• 100名未満の企業規模の場合、4割以上が「専任はいない（他職務と兼務）」と回答、1,000名以上企業規模の場合、「20名以上」と回答した割合が15.4％

法務部の方と法務業務に携わったことのある方500名
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専任の法務担当者の人数を教えてください（業種別）

• 電力/ガス/水道では、50.0％が「専任はいない（他職務と兼務）」と回答
• 次いで、建設/不動産や運輸業で4割以上が「専任はいない（他職務と兼務）」と回答

法務部の方と法務業務に携わったことのある方500名
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法務業務で携わっている業務を教えてください

• 「契約関連」が77.2％で386名と最多、次いで「コンプライアンス」が63.6％で318名

法務部の方と法務業務に携わったことのある方500名 ※複数回答
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法務業務で最も時間がかかっている業務を教えてください

• 「契約関連」が205名で4割以上と最多、次いで「コンプライアンス」が58名で11.6％、「社内規定・ルール」が57名で11.4％

法務部の方と法務業務に携わったことのある方500名
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法務業務で最も時間がかかっている業務を教えてください（規模別）

• いずれの企業規模でも「契約関連」が3割以上となり、特に、1～10名未満では64.2％と最も高く、次いで300～500名未満の規模で48.0％となった
• 企業規模が大きくなるにつれ、「コーポレート・ガバナンスや内部統制」「内部監査」「知的財産権」の割合が高くなる

法務部の方と法務業務に携わったことのある方500名
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法務業務で最も時間がかかっている業務を教えてください（業種別）

• 建設/不動産では「契約関連」が60.0％と最も高く、次いでサービス業で44.8％、製造業で40.4％という結果となった
• 医療/福祉は「社内規定・ルール」が31.3％と最も高い割合となった

法務部の方と法務業務に携わったことのある方500名
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最も時間がかかっている法務業務は、ご自身の業務のどれくらいを占めますか

• 「3割以下」が59.2％と半数を超え最も多く、次いで「4割」が70名で14％

法務部の方と法務業務に携わったことのある方500名
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現状、法務業務において対応しなければならないが十分に時間を割けていない業務を教えてください

• 「社内規定・ルール」が最も多く117名、次いで「コンプライアンス」が114名、「契約関連」が107名

法務部の方と法務業務に携わったことのある方500名 ※複数回答
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現状の法務部門の課題を教えてください

• 「知識・知見の不足」が246名で49.2％と最多、次いで「人材の不足」が244名で48.8％
• 「業務過多」も162名と3割を超える結果となった

法務部の方と法務業務に携わったことのある方500名 ※複数回答
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法務部門が抱える課題によって生じたトラブルはありますか

• 「いいえ」が8割を超える結果となった

法務部の方と法務業務に携わったことのある方500名
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法務部門が抱える課題によって生じたトラブルはありますか（規模別）

• 500～1,000名未満で27.8％、1,000名以上で22.2％と、企業規模が大きくなるにつれ「トラブルがあった」と回答した割合は増加

法務部の方と法務業務に携わったことのある方500名
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法務部門が抱える課題によって生じたトラブルはありますか（業種別）

• 医療/福祉では、25.0％が「トラブルがあった」と回答

法務部の方と法務業務に携わったことのある方500名
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契約関連業務で一番時間がかかっている業務を教えてください

• 「契約書の作成・審査」と回答した割合が64.2％で248名と最も多く半数以上を占める
• 次いで「契約書の管理」が30名で7.8％

契約関連の業務に関わっている方386名
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時間がかかっている契約関連業務をどう対応したか教えてください

• 「業務時間を費やした」が47％で142名と最多
• 次いで「解決に向けて何もしていない/解決はしていない」が36.8％と4割近い結果となった

契約関連の業務で時間がかかっていると回答した302名 ※複数回答
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契約関連業務において、リーガルテックを導入していますか

• 「いいえ」が8割を超える結果となった

契約関連の業務に関わっている方386名
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契約関連業務において、リーガルテックを導入していますか（規模別）

• 300～500名未満の企業規模では、50.0％がリーガルテックを導入していると回答
• 500名以上の企業規模では、3割以上がリーガルテックを導入していると回答

契約関連の業務に関わっている方386名
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契約関連業務において、リーガルテックを導入していますか（業種別）

• 運輸業では「リーガルテックを導入している」が4割を超える
• 医療／福祉や建設／不動産業では、「リーガルテックを導入していない」が9割を超えた

契約関連の業務に関わっている方386名
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契約関連業務のどの領域でリーガルテックサービスを導入していますか

• 「契約書の作成・審査」での導入は61名で85.9％と8割を超える結果となった
• ついで「契約書の管理」が29名で40.8％

契約関連業務でリーガルテックを導入していると回答した方71名 ※複数回答
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リーガルテックサービスの導入で解決したかった課題を教えてください

• 「業務効率化」が56.3％、次いで「知識・知見不足」が47.9％、「業務過多」が40.8％と続く

契約関連業務でリーガルテックを導入している方71名 ※複数回答
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リーガルテックサービスの導入で課題解決されましたか

• リーガルテックサービスの導入で課題が解決できたのは73.2％と7割以上

契約関連業務でリーガルテックを導入している方71名
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リーガルテックサービスの導入で課題解決されましたか（規模別）

• 「500～1,000名未満」の企業規模では、100％がリーガルテックサービスの導入で課題が解決されたと回答

契約関連業務でリーガルテックを導入している方71名
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１年以内に、導入したいリーガルテックサービスはありますか

• 「契約書の作成・審査」が114名で29.5％と最多、次いで「契約書の管理」が82名で21.2％

契約関連の業務に関わっている方386名 ※複数回答
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法務部門でこれから課題になりそうなことを教えてください

• 「人材の不足」が44.5％で61名、次いで「知識・知見の不足」が40.9％で56名

法務部の方137名 ※複数回答
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法務部門がこれから注力していきたいと考えていることを教えてください

• 「社内教育や社内への情報発信」が44名で32.1％と最多、次いで「コーポレートガバナンスや内部統制への対応」が37名で27.0％、「社内規定やルールの見直し」も36

名で26.3％
• 「契約書審査を通したリスクの予防」も21.9％と2割を超えた

法務部の方137名 ※複数回答



お問い合わせ
本調査結果の内容や弊社が提供する製品についてのお問合せは、以下よりお願い致します。

Tel: 03-6206-6220
Mail: pr@legalforce.co.jp


